
［巻頭言］

多様化する住宅ニーズに応える制度と市場の実現へ

山代裕彦
一般社団法人不動産流通経営協会理事長

わが国の景気は、これまで緩やかな回復基調を示してきたが、国内外の不
安定・不透明な社会・経済情勢等から、先行きが見通しにくい状況にある。
官民一体となって適切な対策を講じることにより、不動産流通市場が堅調に
推移することを期待している。
当協会が毎年独自に行なっている既存住宅流通量の地域別推計（既存住宅
流通量÷(既存住宅流通＋新築住宅着工））の調査結果では、2018年の全国
の既存住宅の流通比率は過去最高の38.8％となり、20年前の22.3％と比べて
シェアが⚗割以上増加している。東京23区では過去最高の52.3％となり、既
存住宅流通が新築住宅着工を逆転している。
これらのデータは、立地の利便性や手頃な価格から既存住宅を積極的に評
価するなど、消費者の既存住宅に対するニーズの高まりを反映したものと受
け止めている。
現在、当協会も参画している国土交通省・社会資本整備審議会住宅宅地分
科会において、住生活基本計画の見直しの審議を進めており、年内には新し
い計画案が示される予定である。
日本の税制は新しくて広い住宅への誘導に偏ったままだが、国民のライフ
スタイルや価値観の変化を背景に、多様化する住宅ニーズに応え、既存住宅
のストックを流通させるべく、最低床面積要件の緩和など、消費者の目線か
らの提言を行なっているところである。
当協会は本年⚕月に創立50周年の節目を迎える。テクノロジーの進化を活
かしながら、人が主役の不動産流通業を目指し、新たな時代の不動産流通の
制度の確立と市場の発展に向けて邁進していきたい。
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産業、家族、社会保障の変化と住
居の姿
橘木俊詔

明治時代から令和の現代まで、日本の住居形

態は大きく変化した。それは人間生活様式の変

化に対応したものである。本稿では、何が原因

で住居の姿を変化させたかを具体的に議論する。

結論を先取りすれば、「人間が何を生業として

生活していたか」「家族のあり方の変化」そし

て「社会保障制度の発展がどう関与したか」が

主たる関心である。これらに関係して、「個人

生活の重視かそれとも集団生活（あるいは家族

生活）の重視か」といった点も考慮の対象とな

る。

産業構造変化の効果

表⚑は、明治時代から現代まで日本の産業構
造が就業人員でみるとどう変化したかを示して

いる。戦前までは農業が主要産業だったため農

業人口比率だけで表示し、戦後については第⚑
次産業（農水産業）、第⚒次産業（鉱業、製造
業、建設業）、第⚓次産業（光熱、運輸・通信、
小売、金融、サービス）に区分した。

表⚑が示す最も重要なメッセージは、戦前は
農業に従事していた人が大半だったことである。

労働集約的作業が日本の農業の特色で、多くの

人数が一緒に住んで農作業に従事していた。

「大家族制」という言葉が象徴するように、比

較的大きな土地で大きな住居に大人数が住んで

いたのである。

土地がもっとも重要な生産要素であれば、先

祖代々が同じ土地に住むのが慣習となり、多く

の労働人数が必要であれば、三世代（親、子、

孫）が住む「三世代居住」が優勢となる。時に

は四世代居住もあり、叔父叔母とその子どもも、

棟を同じにはしないものの、同じ敷地内に住む

超大家族も多少は見られた。家屋は大広間を襖

で仕切るのが普通で、家屋内に農作業を行なう

ための設備を有している家も多かった。

再び表⚑によって産業構造の変化を詳しく検
討しておこう。明治時代の終期から大正時代、

そして昭和初期にかけて、日本も産業革命によ

る工業化が進展した。都会の工場・事務所で働

く人が増加して、労働力が地方から都会に移り

始めたのである。その極めは戦後の高度成長期

に見られた。表⚑から、第⚒次産業が大きく増
加したことと第⚑次産業人口が著しい減少を示
していること、そして同時に、第⚓次産業の増
加も示しており、産業構造が大きく変化したこ

とがわかる。

高成長期の地域間の人口移動は、短期間のう

ちに達成されたこと、その規模が世界でも類の

ないほど巨大規模だという特徴を持っていた。

地方で農業に従事していた人が、都会で工場、

事務所、商店などに従事するために、短期間
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出所）「国勢調査」

表⚑ 就業者別の産業構造の変化



（20～30年の間）に大量の移動をしたのであり、
これが以下で詳しく見るように、日本社会を大

きく変化させた。

人口と家族人数の変化

まず人口の変化を見てみよう。戦前の日本は

「産めよ、増やせよ」の標語で象徴されたよう

に、兵員の確保と経済を強くするための労働力

確保のための時代であり、出生率は高く、人口

成長率は高かった。戦後に注目すると、第一次

ベビーブームと第二次ベビーブームの時に多少

高い出生率を示した時期もあったが、出生率は

コンスタントに低下した（図⚑）。戦争直後は
4.0を超えていた出生率は、現在では1.44まで
低下している。この急激な出生率低下は人口総

数の減少現象として最近になって出現している。

なんと50年後には人口が半減するという予測す
らある。

人口減少は住宅建設にも影響を与える。図⚒
は、最近20年間の新設住宅着工数の推移を見た
ものであり、2006（平成18）年ころから減少傾
向を示していることがわかる。一般的に考える

と、古い住宅を壊して新しい住宅に建て替える

というケースもかなりあるので、人口の減少に

応じて住宅数が減少するものではない。また、

人口は減少しても、世帯数の増加や、一世帯当

たりの人数の減少があれば、必要住宅数は増加

すると考えられる。図⚒で新設住宅数が激しく

減少していない理由は、図⚓で示されるように、
世帯数の増加と一世帯当たりの世帯人数の低下

が同時に起こったからである。要するに、大人

数で住んでいた時代から、少人数で住む時代に

変わり、世帯数の増加が見られるため、たとえ

人口は減少しても必要住宅戸数は大きく減少せ

ず、むしろ増加を示すこともありうるというこ

とである。

三世代居住とその課題

戦後の世帯で起きた変化は、三世代居住の減

少と単身世帯の増加による単身居住の増加によ

って象徴される（図⚔）。三世代居住とは、祖
父・祖母の世代、成人した子ども（主として息

子）、孫という三世代が同じ屋根の下に住むこ

とであり、単身居住とは結婚しない単身者か、

配偶者を亡くした夫（あるいは妻）が単身で住

むことをさす。

戦前、あるいは戦後のしばらくの間、なぜ三

世代居住が普通であったかといえば、成人した
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出所）厚生労働省「人口動態統計」

図⚑ 戦後の出生数と出生率の推移 図⚒ 新設住宅着工戸数の推移
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子どもが、年老いた両親の経済生活や病気・要

介護になったときの面倒をみるのが、戦前まで

の家制度の下ではごく当たり前なことだったか

らである。それを行なうには三世代居住が最も

ふさわしいために、多くの家族が三世代居住に

コミットしたのである。もう一つの有力な理由

は、親世代・子ども世代ともに所得が低かった

ので、同居したほうが家計の節

約が可能であること、また、年

金・医療などの社会保障制度が

未発達だったので、親世代にと

っては子ども世代の経済支援が

どうしても必要だったことであ

る。

しかし三世代居住は実質的に

はさまざまな課題を抱えていた。

第⚑に、嫁姑問題で象徴される
ように、親子間で世代間の心理

的な軋轢が見られることである。

第⚒に、所得がそれほど高くな
い子ども世代にとって、年老い

た親世代と自分の子どもの経済

支援を行なうのは苦しいという

ことである。第⚓に、年老いた
親にとっても子どもの世話にな

ることに対する後ろめたさがか

なりあったこと。そして、第⚔
に、家族人数が多い三世代居住

は窮屈さを感じることであり、

自由と孤独を享受したい人にと

っては障害となることである。

家計所得の上昇と
二世代居住へのシフト

日本では高度成長期を経て家

計所得の上昇が見られ、家族形

態の変化が発生して、年老いた

親と成人した子どもが個別に住

むことを可能にした。親子が別

居して経済的に自立した生活を

送ることができるようになったのである。その

背景には、年金や医療などの社会保障制度が充

実する時代に入り、年老いた親が個別に住んで

も経済生活ができるようになったという事情が

ある。

さらに、自由主義と個人主義が進展して、国

民一般の間に三世代住宅を避けたいという要望
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図⚓ 平均世帯人数と世帯数

図⚔ 65歳以上の者のいる世帯の世帯構造の年次推移

注）⚑）平成⚗年の数値は、兵庫県を除いたものである。
⚒）平成28年の数値は、熊本県を除いたものである。
⚓）「親と未婚の子のみの世帯」とは、「夫婦と未婚の子のみの世帯」および
「ひとり親と未婚の子のみの世帯」をいう。

出所）厚生労働省「国民生活基礎調査」

http://www.garbagenews.net/archives/1953859.html



が強まったことがある。これは、家父長制度な

いし家制度を前提とした大家族制よりも、自由

と独立のもとで個人主義を享受できる小家族制

度を国民が選好するようになったことの反映で

ある。

以上は国民が経済的に豊かになったことと、

日本人の精神構造の変化によって三世代居住が

減少した理由である。繰り返しになるが、産業

構造の変化とそれに伴う民族大移動（地方から

都会への労働移動のこと）が三世代居住から二

世代居住への大幅なシフトをもたらしたことを

改めて強調しておきたい。地方で老いた親と子

どもが共同で農業を営んでいた時代から、子ど

もが第二次産業や第三次産業で働くために東京

や大阪に出てきて住むようになった。

都会で三世代居住を選択しない理由

ここで注釈が必要となる。もし子どもが地方

を離れて都会に働きに出たのなら、親も一緒に

都会に移って子どもと住めばよいのではないか

という疑問が生ずるからである。それに対する

回答は次の通りである。すでに述べたように、

親世代の所得が増加したため地方にいても自立

して生活できるようになっていたこと、都会に

行って子どもの世話になることを望まなかった

こと、見知らぬ土地や知人、友人のいない地域

への不安があったことである。そして、子ども

もあえて親を呼ぶことを望まなかったのである。

もう一つの注釈が必要となる。都会に移った

子どもが成人して自分の子どもを持つようにな

り、やがて老年齢となったときに、成人した子

どもと一緒に住むかどうかを問われれば、多く

は三世代居住を選択しないということである。

年老いた親と成人した子どもは都会においても

別居するのが一般的になったのである。

都会で三世代居住を選択しない理由としては、

次のようなことを指摘できる。第⚑に、すでに
述べたように、日本人が自由と独立、そして個

人主義をますます好むようになり、複数世代・

大人数で住むことを希望しなくなったことであ

る。この傾向は地方より都会での生活でより顕

著になる。都会の大喧騒の中では、家庭の中で

の大家族による悩みを敬遠したいということで

ある。

第⚒に、都会、特に大都会においては土地の
価格が高くなっており、ごく普通の家計で大き

な家を建てることができない時代になっていた

ことである。地方では、土地の価格が安かった

ので、大きな敷地に大家族が住めるような大き

な家屋を持つことができたが、大都会ではそれ

は困難だった。

「マンション」の時代へ

第⚓に、1970年から80年代より、日本の住宅
が一戸建てよりも「マンション」という集合住

宅が中心になったことである。これは都会で特

に顕著であり、都会における土地価格の高騰が

生じた結果、対策として狭小な土地に高層住宅

をつくって、多くの世帯が住めるような住宅が

大いに普及した。この効果は無視できない。い

わゆる「マンション」は、戦後しばらくの間の

深刻な住宅不足が起きていた日本において、政

府が音頭を取って建設した鉄筋コンクリート法

による⚔～⚕階建て集合住宅にその起源をもつ
といっていいかもしれない。

やがて、その集合住宅に民間建設会社が取り

組む時代となり、都会に数多くの「マンショ

ン」が提供される時代となった。もとより木造

住宅が主流であった日本において、鉄筋コンク

リート建築技能が大きく進展したことが、この

流れを助長したことを忘れてはならない。「マ

ンション」には売却方式と賃貸方式の二つがあ

り、双方ともに庶民が購入ないし賃貸できる価

格だったため、多くの家族が住むようになった。

一部の豪華マンションを除いて、一家屋あるい

は一世帯当たり居住空間は比較的狭く、部屋数

も多くはない。庶民は狭小な「マンション」に

しか住めない時代になり、都会ではもはや三世

代が一緒に住むことができるような住居は存在

しない時代になった。
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高齢単身世帯の増加

ここまで示してきたいくつかの図表によって

明らかな事実は、三世代居住の激減によって、

小家族が住む小型一軒家かマンションが日本の

住居の主流になったことであるが、もう一つこ

れに関して変化のあったことを示しておこう。

これは単身で住む人の増加による住宅の小型化

がより助長されたことである。

単身者の増加を説明する要因としては、次の

二つが重要である。第⚑は、高齢単身者の増加
である。成人した子ども世帯とは独立して住ん

でいた高齢者夫婦の夫（ないしは妻）が死亡し

たとき、残された高齢者はそれまで住んでいた

住宅に一人で住み続けるため、高齢単身者が増

えるということである。

「社会保障・人口問題研究所」による将来推

計によれば、2040年には、世帯主が65歳以上の
高齢者世帯のうち約40％が一人暮らしになる。
単身の高齢者が残されたとき、残された片親を

子どもが引き取って、再び三世代居住を開始す

ることもありうる。単身の高齢者が一人で住む

のには、普通の生活が容易にできないとか、病

気や要介護などさまざまな問題が発生するから

であり、それは日本の伝統的な家制度の良い点

に郷愁を感じる人々がとりうる選択肢である。

高齢で単身になる人の約⚘割は女性である。
現在の高齢者が結婚した頃の夫婦の年齢差は、

平均すると男性が女性より数歳年上であったこ

とと、女性のほうが男性よりも⚗～⚘歳長寿で
あるからである。やや余談になるが、不思議と

いうか、自明なことかもしれないが、高齢夫婦

において、夫が先立ったとき妻はその後長生き

するが、妻に先立たれた夫はその後短命で終わ

るという。女性のほうが男性よりもはるかに家

事などの生活力があること、男性のほうが女性

よりも精神的に脆いことが関係している。

単身高齢女性と貧困問題

ここで、高齢単身女性の多くが貧困で苦しん

でいることを指摘しておきたい。高齢単身女性

のおよそ半分が貧困者と言われている。貧困に

あえぐ高齢単身者を減らすためには、成人した

子どもとの同居を勧める案と、年金・医療、介

護などの社会保障制度の改善案が考えられる。

ただし、現状では同居案の実現は難しく、社会

保障制度の充実策の成否は国民の意向によって

決定されるものである。

高齢単身女性の一人住まい数は増加している。

例えば、高齢者用施設（通称・老人ホーム）に

住む人が増加している。欧米では高齢者の施設

居住が一般的であるが、日本でも欧米と同じよ

うな傾向を示しつつあると言ってよい。さらに、

訪問介護や住宅介護制度の充実が進み、単身高

齢者はそれほどの不自由さを感じることなく生

活ができる時代になっていることも大きい。

もう一つ日本で単身世帯の増加した理由があ

る。それは、晩婚化が進んだことと、結婚しな

い人が増加したことである。政府の推測によれ

ば、日本人の生涯未婚率（一生で一度も結婚し

ない人）がここ数十年以内に20％前後に達する
という。働く女性が増加したために、経済的な

理由で結婚を望む人が減少したこと、一人身の

ほうが気楽な人生を送ることができれると感じ

る人が増加したこと、さまざまな理由で結婚を

成就できない人が増加したこと、などの要因を

指摘できる。

家族形態の変化が住宅形態の変化に与え
た影響

これまで見てきたように、産業構造の変化と

家族形態の変化が日本人の居住方式に大きな変

化を及ぼした。それが具体的には、「大家族居

住」から「小家族居住」への変化をもたらした

のである。

図⚕は、江戸時代の地主の大邸宅の家屋を示
したものだが、仕えの人や小作人の住む小さな

家屋が大邸宅の中にいくつかあることに気付い

ていただきたい。小作人はこのような地主の邸

宅内だけではなく、別の土地できわめて狭小な
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家に住んでいた。農業がもっとも重要な産業だ

った時代は、大土地保有の地主の下で小作人が

農作業をしていた時代であり、このような身分

制を象徴する居住方式だった。なお都会の下町

に住む商人・工員も、小作人と同じように狭小

な住居で暮らしていた（図⚖）。
戦前あるいは戦後しばらく間の日本の住居は、

廊下を介さない部屋が直接並ぶ間取りだった。

これは「田の字形の間取り」（図⚗）と言われ、
家人は部屋を通らねば別の部屋に行けなかった

ため、家人のプライバシーはほとんど無視され

ていた。一部屋か二部屋しかない小さな家屋に

は廊下はなかった。廊下のない住居は良く解釈

すれば、家族の親しさや絆を重視するための手

段であるが、悪く言えば個人の生活やプライバ

シーは無視するという当時の社会の風潮を物語

っている。

時代が進み、家計が豊かになると、庶民でも

廊下を持つ住居に住めるようになった。小家族

でも家人のプライバシーを重視するようになり、

個人が自分の部屋で好きなことをできるように

配慮するようになった（図⚘）。換言すれば、
個人主義を重視したいという社会の気風の変化

が大きく作用したのである。図⚙は公団住宅の
⚓LDKの間取りだが、廊下を明示的に持たな
いものの、真中にある居間と台所が廊下の役割

を果たしていて、家人のプライバシーは保持さ

れていると理解してよい。

産業、家族、社会保障の変化と住居の姿 7

図⚕ 農村の「大きな家」と「小さな家」の例

出所）西山卯三『すまい考今学─現代日本住宅史』

江戸時代の農村支配層の大邸宅。安永―天明期の
大庄屋、河内、塩野家の構え。下人の住む小座の
ほかに長屋がある。

洛中洛外図屏風・百姓家

図⚖ 大正・昭和期の東京下
町住宅

出所）桐敷貞次郎ほか「江戸・
東京の都市史および都市計画
史的研究(1)」『東京都立大学
都市研究報告24』（1974年、
中川清『日本の都市下層』
290頁に再録）。

図⚗ 田の字形間取り 図⚘ 廊下のある家屋の間取り 図⚙ 公団住宅の間取り



最近、不動産業界に関する新聞
や雑誌の記事で、「2022年問題」
と呼ばれる言葉を頻繁に目にする
ようになった。2022年は生産緑地
制度が導入されてから30年が経過
し、生産緑地として認められるた
めの営農義務が解除される年に当
たる。このため、2022年以降には
大量の農地が宅地に転用される可
能性があり、それに伴って宅地の
大量供給が起こるため、地価の下
落など土地市場に混乱を引き起こ
すことなどが懸念されている。
宮崎論文（「固定資産税と土地
利用――1990年代前半の制度改正
に着目した実証分析」）は、この
生産緑地制度が導入された際の土
地利用への影響を分析している。
すなわち、農地に対する優遇措置
に対して1990年代はじめに実施さ
れた「長期営農継続制度の廃止」
と「生産緑地法の改正」という二
つの制度変更について、それらが
土地の利用形態に与えた影響を
DID（Difference in Difference）
法を用いて実証的に検証している。
長期営農制度とは、三大都市圏
の特定市におけるすべての市街化
区域内農地に宅地並み課税を適用
する税制改正がなされた際に、990
平方メートル以上で10年間継続し
て農業を営む場合には、この宅地
並み課税が免除された制度である。
この制度は10年間の期限付きであ
ったため、1992年⚓月に廃止され、
代わりに同年⚔月からは生産緑地
法が改正されて、この生産緑地制
度を介して農地の宅地並み課税を
回避させる対応が取られた。
生産緑地制度では、農地の所有
者が生産緑地を選択すると、その

所有者の死亡や疾病等によって農
業が続けられない状況が発生した
場合以外は、30年間は農地以外へ
の転用が認められなくなるが、そ
れまでの間は宅地並み課税が免除
されるというものである。
宮崎論文では、以下のような二
つの仮説を立てて、制度変更の影
響を捉えようとしている。仮説①
長期営農継続制度の廃止によって、
三大都市圏特定市において市街化
区域内農地が減少する。仮説②減
少した市街化区域内農地は生産緑
地法の改正の結果、すべてが転用
されて宅地化されるわけではない、
すなわち、生産緑地法によって転
用が抑制される。
この仮説の検証のために、183
市の⚓大都市圏の特定市をトリー
トメントグループとし、他の318
市をコントロールグループとして、
1992年を境とする DID 分析がな
されている。市街化区域内農地だ
けでなく、宅地比率や生産緑地を
含む一般農地比率も被説明変数と
した実証分析も報告されている。
この分析の結果、1992年に市街
化区域内農地は有意に減少する一
方、宅地への転用は確認されてい
ない。また一般農地は10％水準だ
が有意に増加しており、その係数
の値は市街化区域内農地の係数よ
りも絶対値が小さいが、かなり近
い値が報告されている。
すなわち、市街化区域内農地は
減少したが、その大部分は少なく
とも1992年にはほとんど宅地化さ
れずに生産緑地として一般農地に
参入されたことが示されている。
さらに、1992年の前後⚒期間にト
リートメント変数を加えた分析や、

そこにさらに都道府県ダミーとタ
イム・トレンド項との交差項を加
えた追加の分析もなされている。
これらの追加の分析では、市街化
区域内農地は1992年を境に減少し、
宅地比率がその後徐々に増加して
いる様子が描き出されている。
以上の分析は過去の制度変更の
政策的な評価だけでなく、2022年
問題を考える際の重要な基本的情
報を提供するものと見ることもで
きるだろう。

◉
近年、さまざまな分野で従来よ
りも詳細で大量のデータが入手で
きるようになり、このことが実証
分析の手法や在り方にも大きく影
響するようになってきている。西・
浅見・清水論文（「住宅設備と賃
料――住宅の詳細構造を用いた賃
料推定」）は、このような膨大で
詳細な不動産情報データを利用し
て、逆にそれが利用できない場合
に生じうる問題を検出しようと試
みた論文である。
住宅賃料に関するヘドニック分
析においては、住宅特性に関する
十分なデータが得られない場合に
は、その価格付けを適切に反映で
きない結果、過少定式化バイアス
が生じる可能性がある。この点を
考慮して西・浅見・清水論文では、
詳細な住宅設備に関する情報を用
いた分析と、そのような情報（す
なわち説明変数）の一部を除いた
場合の分析結果を比較して、どの
ような影響が生じているのかを調
べている。
分析では、初めに従来のヘドニ
ックモデルに詳細な住宅設備の情
報を加えることで、モデルのフィ
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ットの良さが改善するか否かを赤
池情報量（AIC）基準に基づいて
評価している。これによって、住
宅特性を加えることで、モデルの
予測精度が改善することを示して
おり、特に、Full Model（分析で
用いられているすべての説明変数
を加えたモデル）で、その精度が
最も高まることを確認している。
そのうえで、住宅設備の変数が
除かれている場合に、他の変数の
係数の推定値がすべての変数を含
めたモデル（Full Model）の係数
の推定値を基準として、その95％
信頼区間に入らない場合に、推定
値にバイアスが発生していると解
して、過小定式化バイアスの存在
を検証している。その際、①どの
変数が欠けると他の変数に影響を
与えるのかという観点と、②どの
変数がバイアスを生じやすいのか
という二つの観点で分析を整理し
ている。①の変数としては所在階、
専有面積、築年、RC/PC、オー
トロック、コンロ二口以上といっ
た変数があげられ、②の変数とし
ては専有面積と東京距離があげら
れている。
ただ、①の各変数が欠けるとど
の変数にどのような方向にバイア
スを生じさせるのか、また②につ
いては、どのようなバイアスが生
じやすいのかという点などの説明
はほとんどない（唯一、オートロ
ックが説明変数から除かれると東
京距離の係数にバイアスを生じさ
せることが説明されているが、ど
の方向に生じているのかも明らか
にされていない）。より詳細な分
析の報告とバイアスが生じた原因
についての具体的な考察がなされ

れば、論文全体の有用性がもっと
高まるように思われる。

◉
居住地として大都市を選択する
人と地方圏に転居する人との間に
は、どのような違いがあるのだろ
うか。對間論文「大都市圏から地
方圏への移住行動の個人的・環境
的要因」は、関東圏のデータを用
いて大都市圏から地方圏への移住
をもたらす環境的要因とそれを選
択した人の個人属性を捉えようと
する試みである。
この目的のために論文では、以
下の⚔つの仮説を設定したうえで
分析している。①大都市圏と地方
圏において移住行動に影響する地
域的な環境要因が異なる。②大都
市圏から地方圏に移住する人と移
住しない人で個人属性に違いがあ
る。③過去に訪れた地域に愛着を
感じて移住が促進される。④年代
ごとに移住要因が異なる。これら
の分析で用いられたデータは、地
域的な環境要因については政府統
計を用い、個人属性については関
東地方全域に居住する大都市圏出
身者を対象としたインターネット
調査が利用されている。
仮説①については、市区町村の
社会的な人口の増減（転入数－転
出数）について、都市圏では結婚
率と事務所数が統計的に有意に正
の相関がある。他方、地方圏では
事務所数や一次産業事務所率が有
意に負の相関を持ち、第三次産業
事務所率、結婚率、平均世帯人数が
有意に正の相関があるとしている。
内生性がコントロールされてい
ないため、環境的要因と理解する
よりは、人口増（あるいは減）と

の相関が高い変数を示しているも
のとして解釈したほうが適切な理
解が可能になるようにと思われる。
例えば、結婚率が高い地域に移住
しているわけではなく、結婚を機
に移住する人が多い結果、人口増
加地域で結婚率が高くなるという
解釈のほうが自然なように思われ
る。また第三次産業が地方圏の社
会的な人口増加に寄与していると
されるが、むしろ人口が流入して
いる地域に第三次産業が進出して
いる効果が捉えられているかもし
れない。
仮説②では、大都市圏から地方
圏に移住する世帯では、結婚して
おらず、土地も所有していない世
帯が移住する傾向が強いとし、そ
の世代別分析（仮説④）では10代
では学生が、20代以上のすべての
世代では結婚していない人が、30
代以上では子供のいない世帯の移
住が有意に正となっている。また
仮説③については、過去に訪れた
地域への愛着が強い人ほど移住し
ていることが示されている。
全体に素朴な統計的分析に基づ
いており、要因分析として解釈す
るにはいっそうの分析上の工夫が
必要なように思われるが、東京圏
周辺での転居状況と社会的、経済
的背景を観察するうえで意義のあ
る情報を提供してくれる。なお、
對間論文では「移住行動」の分析
としているが、通勤圏内の転居も
多いように思われ、「移住行動」
というよりは「転居行動」と呼ぶ
ほうが相応しいかもしれない。そ
の点では文面上の表現なども、少
し修正されるべきかもしれない。

(Ｈ・Ｓ)
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固定資産税と土地利用
1990年代前半の制度改正に着目した実証分析

宮崎智視

はじめに

土地に課される固定資産税は、佐藤（2009）
などの地方財政の教科書において、「望ましい」

地方税としてしばしば紹介されている。最も単

純な議論は、土地の所有者が、公共サービスの

対価として固定資産税を支払うべきとする考え

方である。これは、固定資産税の帰着について

の伝統的な議論に関わるものであり、土地に対

する固定資産税は全額土地所有者に帰着する一

方、彼ら（彼女たち）はその地域の公共サービ

スから便益を受けているため、受益と負担が対

応することがその根拠となっている。

しかしながら、固定資産税の評価が市場価格

から乖離している場合、公共サービスの受益は

価格（地価）に適切に反映されているとは限ら

ない。実際のところ、土地に対する固定資産税

を巡っては、政策的な配慮や技術的な問題がし

ばしば指摘されている。農地に対する優遇措置

は、その際たるものとも言えよう。具体例とし

ては、農地の評価額を宅地や工業用地などより

も低くすることが挙げられる。本稿では、この

ことを「農地に対する優遇措置」と定義する。

通常、農地に対する固定資産税の負担は、そ

の収益性が低いことや自然保護の観点などから、

多くの国で優遇措置が採られる傾向にある。例

えば Lynch（2003）では、食糧安全保障、農
業における雇用の確保、農地の効率的な発展、

および「緑の保全」という観点から、農地の保

全を正当化している。

しかしながら、都市部における農地の保護は、

高い収益をもたらすであろう工業用地や商業用

地への転用を阻むことになる。Bruce（2000）
では、東京近郊を例にとってこのことを紹介し、

そこで収穫される農産物を「おそらく世界で最

も高価な果物と野菜であろう」と述べて非効率

の例として挙げつつ、都市部における農地の保

護に対して疑義を呈している。

言うまでもなく、農地がそれ以外の用途に転

用されないならば、さらなる都市化が阻まれる

ことになる。昨今ではいわゆる「空き家問題」

が大都市圏でも深刻になっているため、これ以

上の農地を宅地や工場用地等に転用する必要は

ないとの声もあろう。しかしながら、適切でな

い土地利用は、さまざまな都市問題を引き起こ

す。実際に山崎（2001）は、「日本の都市問題
の一つは、市街化区域内に依然として多くの農

地が残されている点である」と述べている。山

崎（2001）のこの一文は、都市部における「過
度な農地の保護」が、都市問題そのものである

とすら述べているとも言えよう。

本稿では、都市部における「過度な農地の保

護」の解決策としてなされた固定資産税に関す

る制度改正に着目する。具体的には、1990年代
前半に、三大都市圏特定市を対象に行なわれた

⑴長期営農継続制度廃止と、⑵生産緑地法改正、
という二つのイベントをある種の自然実験とし

て捉え、それが土地利用に与えた影響を

Difference-in-Differences（以下、DID）を用い
て実証的に検証したMiyazaki and Sato（2019）
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の結果を紹介する。

なお、総務省『住宅・土地統計調査』や国土

地理院の地理情報システムでは、より細かいレ

ベルのデータが利用可能になる。しかしながら、

本稿では制度改正「前後」における土地利用に

着目している。これらのデータでは、制度改正

前後の期間でデータが得られなかったり、農地

が市街化区域農地であるのか、あるいは生産緑

地であるのかが区別できなかったりする。この

ため、Miyazaki and Sato（2019）では市町村
データを用いていることに注意されたい。

本稿の構成は以下の通りである。第⚑節では
日本における農地に対する固定資産税の優遇措

置と、1990年代になされた上記の二つの制度改
正について整理する。第⚒節では、Miyazaki
and Sato（2019）の仮説と実証分析のフレーム
ワークを提示する。第⚓節では、データの詳細
を説明・議論し、第⚔節では同論文の実証結果
を紹介する。第⚕節は本稿の結論部分である。

1 農地に対する固定資産税の優遇措置の
根拠と日本の制度改正

冒頭でも触れたように、通常、農地は宅地よ

りも収益が低いと考えられる。このため、農地

に対する固定資産税の評価を宅地よりも低くす

ることで、農家の税負担を軽減することが可能

となる。日本における農地に対する固定資産税

の優遇措置はこのことを反映しており、実際に

Kitazato（2003）は、この点を海外に向けても
紹介している。

ところで、日本において農地は、一般農地と

市街化区域農地の二者に大別される。後者は、

都市計画法の市街化区域内に存在する農地であ

り、同法の第⚗条第⚒項において「すでに市街
地を形成している区域及びおおむね十年以内に

優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域」と

定義されている。このことを踏まえ、評価は

「宅地並みの評価」をすることが原則となって

いる1)。とりわけ、都市計画法第⚗条第⚑項が
規定する東京都特別区、三大都市圏（首都圏、

近畿圏および中部圏）内の政令指定都市および

既成市街地、近郊整備地帯などに所在する市で

ある「三大都市圏特定市」の市街化区域農地に

ついては、農地の転用を促し都市化を進める観

点から、評価だけではなく税負担も宅地並みと

することが求められている。いわゆる「宅地並

み課税」である。

しかしながら、三大都市圏特定市における市

街化区域農地の宅地並み課税を巡っては、樋口

（2008）でも指摘されているように、農地の所
有者や業界団体等の反発も根強かった。このこ

とを踏まえ、1982年度には長期営農継続農地制
度が創設された。同年度には、地方税法の一部

を改正し、三大都市圏特定市におけるすべての

市街化区域農地に「宅地並み課税」が適用され

ることになった。一方、上記の制度の下では、

990㎡以上の農地で10年間営農を継続するなら
ば、当該農地に係る固定資産税･都市計画税に

ついては「宅地並み課税」を免れることが可能

となった。多くの農家は10年間の営農を選択し
たと考えられ、実際に Ishi（1991）は、「宅地
並み課税」を逃れるために、本来なら宅地転用

をすべき土地であるにもかかわらず、農地とし

て偽装したケースについても言及している。

もっとも、長期営農継続農地制度は10年の期
限つきの措置であるため、同制度は1991年度末
（1992年⚓月）をもって廃止となった。直後の
1992年度（同年⚔月）には、生産緑地法が改正
された。生産緑地法改正の結果、三大都市圏特

定市における市街化区域農地は、表⚑に示すよ
うに、⑴宅地化すべき農地と、⑵生産緑地とい
う二者に区分されることになった。もし所有者
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が⑴を選択した場合は、もはや軽減措置は受け
られなくなるため、税負担はそれ以前よりも増

加することになる。⑵の生産緑地を選択した場
合、当該土地は農地としての評価を受けかつ税

負担も軽減される。しかしながら、30年間は他
用途への転用が不可能となる。その意味では、

寺井（2001）や壁谷・伊多波（2009）などでも
指摘されているように、長期営農継続農地制度

の廃止と生産緑地法改正の結果、三大都市圏特

定市では、市街化区域内農地の所有者は、農地

として耕作することに対してより厳しいルール

に直面することになり、⑴を選ぶ結果、宅地へ
の転用も促進されるものと期待されていた。実

際に、制度改正直後に大阪府で実施された大西

ほか（1992）のアンケート調査によると、宅地
転用を選んだ農家のうち、生産緑地の指定要件

が厳しすぎることをその理由として回答した人

は、当該農家の50%近くにのぼる。
しかしながら、冒頭の山崎（2001）の指摘は、
多くの土地所有者は上記の制度改正の際に、生

産緑地として営農を続けることを選んだ可能性

を示唆するものとも言えよう。一連の制度改正

の結果、確かに他の自治体と比較すると三大都

市圏特定市において市街化区域農地は減少した

ことはもっとなことであろう。一方、多くの所

有者が税負担は増えるものの、より自由度の高

い宅地化すべき農地とすることを選んだのであ

るのか、あるいは造成等の行為に制限はあるも

のの、より固定資産税負担の軽い生産緑地とす

ることを選んだのかは、実証分析によって明ら

かにする必要があろう。

ところで、上記の二つの制度改正では、相続

税も対象とされていた。山崎（2001）も、相続
税の負担に関する議論につなげるために、冒頭

で示したことに触れている。通常、土地の保有

動機は、⑴遺産として保有すること、⑵取引の
オプションとして持つこと、の二者に大別され

よう。言うまでもなく、相続税は⑴にかかわり、
固定資産税は所有者が将来土地を売買する際に

影響すると考えられる。以下の三つ理由から、

相続税は固定資産税ほど重要ではないと考えら

れるため、Miyazaki and Sato(2019)では対象
としていない。まず、相続税は相続時にのみ支

払う一方、固定資産税の負担は、土地を保有す

る限り毎年生じる。納税者にとっては、一時点

の負担よりは毎年の負担のほうが重要と考えら

れよう。次に、寿命の不確実性に個人は直面し

ているため、必ずしも長期的な視野で個人は行

動するとは限らない。最後に、よく知られてい

るように、相続税の適用件数は著しく低い。こ

れらの理由から、以下では相続税を捨象して、

固定資産税にのみ着目する。

2 実証仮説と計量分析のフレームワーク

Miyazaki and Sato（2019）においては、第
⚑節での制度のまとめと理論分析も踏まえ、以
下のような実証仮説を提示している。

仮説⚑：長期営農継続農地制度の廃止の結果、
三大都市圏特定市においては市街化区域農地

の減少が観察される。

仮説⚒：減少した市街化区域農地は、生産緑地
法改正の結果、すべてが宅地転用されるとは

限らない。

以下、最初に仮説⚑を例にとり、最も単純な
DID推定に関する⑴式を説明する。

� ���􀀽������ �􀀫���������􀀫��� ���􀀫� ��� ⑴
ここで、� ���は � 年における、� 県内の � 市の

市街化区域農地比率である。� �は三大都市圏

特定市を⚑、それ以外をゼロとするダミー変数
であり、�������は長期営農継続農地制度の

廃止と生産緑地法改正が事実上有効となった

1992年度を⚑、それ以外の年をゼロとするダミ
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表⚑ 制度改正前後における、三大都市圏特定市内に
おける市街化区域農地の区分



ー変数である。� ���􎜀� �􀃗�������􎜐は、� �と

�������の交差項であり、一連の制度改正の

効果を捉える。� ���は撹乱項である。

さらに、トリートメント変数である � ���の⚒
期リードおよびラグ項を加えた以下の⑵式も推
定する。

� ���􀀽� �􀀫��􀀫 �􎸒�
�􎨽􎸒���� ���

� 􀀫��
�􎨽���� ���

�

􀀫� ���
� �􀀫� ��� ⑵

ここで、� ���
� は制度改正が行なわれた1992年度

を⚐、すなわち ���としたうえで、そこから

�年前（後）かを示している。すなわち、�􎸒�

と �􎸒�は制度改正後の効果を捉え、 �􎨫� and
�􎨫�は制度改正前の所有者の行動を捉える。� �

は市の個別効果（市ダミー）を示し、��は年

次効果であり、� ���はその他の説明変数のベク

トルである。

最後に、Besley and Burgress（2004）に倣
い、地域ダミー（都道府県ダミー）を導入し、

かつ地域ダミーとタイム・トレンドとの交差項

（すなわち、地域特有のトレンド）を⑵式に加
えた推定も試みる。推定式は⑶式のように書く
ことができる。

� ���􀀽���􀀫����􀀫� �􀀫��􀀫�􎸒�
�􎨽���� ���

�

􀀫��
�􎨽���� ���􎨫�􀀫� ���

� �􀀫� ��� ⑶
���は都道府県ダミーであり、����は都道府県

ダミーとタイム・トレンド �との交差項の係数

である。

また、仮説⚒に関連して、減少した市街化区
域農地が宅地に転用されたのか、それとも生産

緑地として保存されたのかをチェックするため、

宅地比率と、後述するようにデータには生産緑

地も含む、一般農地比率とを被説明変数とした

推定も試みる。

まず、仮説⚑を踏まえると、市街化区域農地
比率を被説明変数とした推定式では、� ���ない

しは � ���
� の係数は負になることが期待される。

一方、宅地比率ないしは一般農地比率を被説明

変数としたケースでは、おのおのが正に推定さ

れることが期待される。

なお、⑵式と⑶式で用いるその他の説明変数

としては、市街化区域農地に関する実効税率2)、

各市の歳入に占める地方税収の比率、生産農業

所得、人口密度、および製造品出荷額を用い

る3)。

3 データの説明

3.1 標本期間とデータの出所
標本期間は制度改正前後を含む、1989年度か
ら1994年度である4)。市街化区域農地、宅地、

および一般農地について、面積、固定資産税評

価額、および固定資産税課税標準に関しては、

総務省「固定資産の価格等の概要調書」（以下、

「概要調書」）のデータを用いる。先の市街化区

域農地、宅地、および一般農地を合計したもの

を「土地総額」と定義し、土地総額に占めるお

のおのの比率を市街化区域農地比率、宅地比率、

および一般農地比率とする。「概要調書」の

「宅地」には、通常の「住宅用地」だけではな

く、それ以外の店舗や工場等に利用されている

「商業地等」も含まれることに注意されたい。

なお、1992年度の制度改正に際して、従前は
市街化区域農地となっていたものは生産緑地と

して保存されることになっている。「概要調書」

においては、生産緑地は一般農地に区分される。

このため、同年に宅地転用されず生産緑地とし

て保存されたものは、「概要調書」においては

一般農地に区分されることに注意されたい。

ところで、ある年の⚔月から翌年⚓月（会計
年度）までの固定資産税の徴収は、前会計年度

である同年⚑月の情報に基づいている。その意
味では、例えば1992年度の「概要調書」に納め
られているデータ（1992年⚔月から1993年⚓月
まで）は、長期営農継続制度が廃止されていな

い「1991年度内」である1992年⚑月の状況を反
映したものである。同様に、1993年度のデータ
（1993年⚔月から1994年⚓月まで）は、「1992年
度内」である1993年⚑月の情報に基づくもので
ある。すなわち、他のデータと異なり、「概要

調書」に納められている固定資産税評価額およ

び課税標準などは、「前年度」の情報に基づく
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ものである。したがって、「概要調書」に実際

に収められているデータは、すべて一つ前の会

計年度の情報に基づくものであることに注意さ

れたい。このことを踏まえ、「概要調書」のデ

ータは、1990年度から1995年度（ただし、上記
より収められている情報はそれぞれ前会計年度

である1989年度から1994年度の土地利用を踏ま
えなされたもの）が出所となっている。

市町村歳入および税収のデータは、総務省

「市町村別決算状況調」の当該データを用いた。

人口のデータは総務省「住民基本台帳」が出所

である。市町村の面積は、国土地理院のデータ

を用いた。人口および面積のデータを用いて、

人口密度を計算した。生産農業所得は農林水産

省「生産農業所得統計」、製造品出荷額は経済

産業省「工業統計調査」のデータをそれぞれ用

いる。いずれも、1989年度から1994年度のデー
タを用いる。

対象とする市は、1989年度から1994年度まで
の間に存在した501市である5)。501市を選定し
た理由は以下の通りである。最初に、市街化区

域農地が存在しない市を除外した。次に、1989
年度から1994年度までの間に、政令指定都市に
指定されていなかった市を対象外とした6)。最

後に、1980年代ないしは1990年代でも市町村合
併はいくつかの例がある。このため、標本期間

の間に合併ないしは消滅した市は対象から外し

た。

以上により、501市を対象とした。その中で
も、183の三大都市圏特定市がトリートメン
ト・グループとなり、残りの318市がコントロ
ール・グループとなる。この501市を対象とし
たケースが、「Case 1」である。
なお、Miyazaki and Sato（2019）では、結
果の頑健性をチェックするため、コントロー

ル・グループについては、市の定義が原則「人

口⚕万人以上」であることを踏まえ、人口⚕万
人以上の206市に絞ったケース（Case 2）と、
人口10万人以上の104市にコントロール・グル
ープを限定したケース（Case 3）についても分
析を試みている。なお、紙幅の関係上、本稿で

は Case 1の結果のみを報告している7)。

3.2 データの整理とDID推定の妥当性のチェック
図⚑は、標本期間における市街化区域農地比
率（ratio of UPA farmland）、宅地比率（ratio
of housing lots）、および一般農地比率（ratio of
farmland）について、おのおののグループの
平均値の動きを示したものである。この図から、

市街化区域農地比率は、三大都市圏特定市

（designated city）については、長期営農継続
農地制度の廃止および生産緑地法の改正が行な

われた1992年度には著しく低下したことがわか
る。一方、それ以外の市については、1992年度
に市街化区域農地比率が顕著に低下したわけで

はないことがわかる。
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注）UPA farmlandは市街化区域農地、housing lotsは宅地、および farmlandは一般農地をそれぞれ示す。Designated cities
は三大都市圏特定市（トリートメント・グループ）であり、other citiesはそれ以外の市（コントロール・グループ）を示
す。二つの点線は制度改正の前後である1991年度および1992年度をそれぞれ示す。

図⚑ 市街化区域農地比率、宅地比率、および一般農地比率の平均値の推移
（Miyazaki and Sato（2019）の Case 1、単位：％）



一方、宅地比率については、制度改正いかん

にかかわらず、三大都市圏特定市およびその他

の市とも上昇傾向が観察されることがわかる。

一般農地比率については、まず制度改正前は双

方のグループとも減少傾向にあるものの、制度

改正前後の1991年度と1992年度については三大
都市圏特定市で上昇している一方、それ以外の

市（コントロール・グループ）については制度

改正前と傾向が変わらないことがわかる。図⚑
からは、1992年度の制度改正の結果、三大都市
圏特定市で減少した市街化区域農地の多くが、

生産緑地として保存された結果、一般農地比率

が当該市において上昇したことも窺えよう。一

方、1993年度以降は、三大都市圏特定市の一般
農地比率は再び減少傾向になっていることがわ

かる。

次に、DID 推定を行なう前、満たすべき仮
定について、仮説⚑に関わる市街化区域農地に
焦点を絞って議論する。まず、共通ショックの

仮定（common shocks assumption）から検討
する。1992年度には、地価税が課されることに
なった。また、1994年度から固定資産税評価額
は公示地価の⚗割を目処として評価されること
になった。一部の地主が、このことを予期して

行動していた可能性は排除できない。しかしな

がら、これらの政策は三大都市圏特定市を対象

に行なったわけではなく、すべての自治体およ

びそこに住む人たちが対象であった。ゆえに、

これらの政策は対象とする市に共通するショッ

クであったと判断されよう。

次に、平行トレンドの仮定（共通トレンドの

仮 定、parallel trends assumption、common
trends assumption）について、本稿の分析で
最も重要な市街化区域農地比率を対象にチェッ

クをしたい。この仮定が成立するためには、制

度改正が仮になされなかったならば、トリート

メントおよびコントロールグループ双方のアウ

トカム（ここでは市街化区域農地比率）のトレ

ンドが同一であることが要請される。図からは、

三大都市圏特定市およびそれ以外の市とも、制

度改正前は減少傾向にあり、その程度もほとん

ど同じであると判断しても問題ないと考えられ

る。その意味では、この図は平行トレンドの仮

定が成立していることを裏付けると判断されよ

う。

なお、次節でも示すように、 � ���
� の係数は、

制度前はゼロに近いことが示されている。この

ことは、平行トレンドの仮定の成立を統計的に

も支持するものと判断されよう。

4 実証結果

表⚒は、⑴式の最も単純な⚒期間 DID推定
の結果を示したものである。表からは、市街化

区域農地比率を被説明変数とした場合、� ���の

係数（�􎨲）は有意に負に推定されることがわか

る。一方、宅地比率は正であるが有意な結果を

得ることができず、一般農地比率については有

意に正に推定されたことがわかる。

次に、⑵式と⑶式の推定結果のうち、⑵式の、
� ���

� の係数（��）の推定値をプロットして報告

したものが図⚒、⑶式の当該推定値を報告した
ものが図⚓である8)。これらの図からは、市街

化区域農地比率については、⚒期間 DID推定
と同様、制度改正後に推定値が負でかつ有意に

なっていることがわかる。一方、宅地比率につ

いては、推定値は正でかつ有意でこそあるもの

固定資産税と土地利用 15

表⚒ ⚒期間 DID 推定の結果（Miyazaki and Sato
（2019）の Case 1）

注）括弧内は係数の分散不均一を修正した標準誤差を示す。
***は⚑％、*は10％の有意水準で帰無仮説が帰着されたこ
とをそれぞれ示す。DID estimateは、⑴式のトリートメン
ト変数である � ��� 􎜀� �􀃗�������􎜐の推定値（��）を示す。



の、制度改正前と比して顕著に推定値が上昇し

たわけではないことがわかる。一般農地比率に

ついては、制度改正前はゼロに近かったものの、

制度改正時の1992年度には前年度よりも推定値
が大きくなって、その後低下傾向にあることが

わかった。

以上の実証分析の結果からは、仮説⚑が支持
されることがわかる。一方、減少した市街化区

域農地は、宅地に転用されたとの結果は頑健に

確認されない一方、生産緑地も含む一般農地比

率に関する⚒期間 DID推定および⑵式と⑶式
の結果を踏まえると、多くは生産緑地として保

存されたことが示唆されよう。その意味では、

仮説⚒で示唆するように、生産緑地法の改正に
よって、減少した市街化区域農地はすべてが宅

地転用されたわけではないことがわかる。

生産緑地として保存する理由の一つとしては、

節税対策が考えられよう。多くの農家は、兼業

農家である。兼業農家の場合、農業よりもさら

に高い収入を得る仕事に従事していることは十

分にあり得る。そのような家計の場合、宅地に

転用して収益を得るよりはむしろ、生産緑地と

して維持をしたほうが節税対策としては有効で

あろう。大西ほか（1992）によると、生産緑地
を選んだ回答者のうち、50％は節税対策と回答
している。かつ、大西ほか（1992）のアンケー
トの回答者の70％以上が兼業農家であることは、
この解釈の妥当性を裏付けるものとも言えよう。

5 まとめ

本稿では、1990年代になされた長期営農継続
農地制度の撤廃および生産緑地法の改正が、土

地利用に与える影響を分析した Miyazaki and
Sato（2019）の結果を紹介したものである。同
論文の実証結果は、制度改正の結果三大都市圏

特定市においては市街化区域農地比率の減少は
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注）この図は、⑵式の � ���
� （�� �􀃗�������）の係数である ��の結果を報告したものである。点線は制度改正がなされた

1992年度を示すものである。UPA farmlandは市街化区域農地、housing lotsは宅地、および farmlandは一般農地をそれ
ぞれ示し、95%CIは95％の信頼区間を示す。

図⚒ ⑵式の、��の推定値をプロットしたもの（Miyazaki and Sato（2019）の Case 1）

注）この図は、⑶式の � ���
� （�� �􀃗�������）の係数である ��の結果を報告したものである。点線は制度改正がなされた

1992年度を示すものである。UPA farmlandは市街化区域農地、housing lotsは宅地、および farmlandは一般農地をそれ
ぞれ示し、95%CIは95％の信頼区間を示す。

図⚓ ⑶式の、��の推定値をプロットしたもの（Miyazaki and Sato（2019）の Case 1）



頑健に確認されたものの、その多くは宅地転用

されたとは考えられず、生産緑地として保存さ

れた可能性を示唆するものである。この実証結

果は、市街化区域内で多くの農地が保護されて

いるという、山崎（2001）などが指摘する日本
の都市問題が解消されていないことを説明する

ものとも言える。その原因は1992年⚔月の生産
緑地法の改正であり、都市化を進める観点では、

同法の改正はすべきではなかったとも言えよう。

もっとも、現行の生産緑地法は2022年に解除
されることになる。特定生産緑地とした場合に

は2032年までは優遇措置を受けられるものの、
法律が失効する結果、どの程度宅地に転用され

ていくのか、あるいは農地として保護されるの

かについては改めて検証する必要があろう。
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本稿は、Miyazaki and Sato（2019）の紹介論文である。こ
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先生に感謝します。

注
⚑）ただし、三大都市圏特定市における市街化区域農
地と生産緑地地区の指定を受けた農地以外は、一般
農地の負担調整措置の結果、実際の税負担は一般農
地並みと同等まで軽減される。

⚒）実効税率を計算する際には、二つの段階を踏んだ。
まず、固定資産税収のデータを次の式の通り計算し
て算出した。
固定資産税収􀀽固定資産税課税標準􀃗􀀰�􀀰􀀱􀀴

ここで、0.014は固定資産税の標準税率（1.4％）で
ある。次に、実効税率については、税収を固定資産
税評価額で割って求めた。

⚓）その他の変数として、国勢調査のデータを用いる
ことも考えられる。しかしながら、国勢調査は⚕年
に一度の実施であることから、本稿のように制度改
正の前後の年度も含む形でパネルデータを構築し推
定を試みる場合には、分析に用いることは難しいと
考えられる。

⚔）ここで、1988年度以前のデータを追加することで、
標本期間を延長することも考えられる。しかしなが
ら、この期間は1980年代半ばから後半の期間にわた
って地価が高騰したいわゆるバブル景気の時期が含
まれる。バブル期の景気変動の影響を排除するため
には、1988年度以前のデータを含めないことが好ま
しいと考えられよう。

⚕）「概要調書」のデータでは、東京都特別区は23区の
集計データが報告されているのみであり特別区ごと

のデータは収められていない。このため、Miyazaki
and Sato（2019）および本稿で報告されている結果に
は、東京都特別区が含められていないことに注意さ
れたい。

⚖）例えば、千葉市は1992年度に政令指定都市に移行
した。同市は、それ以前でも三大都市圏特別区に区
分されていたものの、このことを踏まえて千葉市は
含めなかった。

⚗）ケース⚒およびケース⚓の結果の詳細は、以下の
サイトにアップされている、Miyazaki and Sato
（2019）を参照されたい。https://www.economics.uci
.edu/research/wp/ec_wp_1819.php

⚘）推定結果の詳細は、先述の Miyazaki and Sato
（2019）を参照されたい。
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住宅設備と賃料
住宅の詳細構造を用いた賃料推定

西颯人・浅見泰司・清水千弘

はじめに

住宅サービスの消費は家計支出のおよそ⚔分
の⚑を占めることから、その選択と消費は家計
の効用水準に大きく影響すると言える。家計お

のおのがその効用を最大化するように住宅を選

択する際には、住宅の質と価格が比較・吟味さ

れると考えられる。

家計の消費行動と住宅の質との関係を説明す

る理論として、Rosen（1974）のヘドニック理
論がある。伝統的な価格理論では、一物一価の

法則が市場分析を行なううえでの基礎的な仮定

となるが、Lancaster（1966）が分析している
ように、この仮定は差別化された商品を扱うう

えで理論的に（そして実証分析を行なううえで

も）きわめて不都合である。そこで、Rosen
（1974）はこのような属性の束としての商品価
格データが、どのような市場メカニズムで発生

するのかを理論的に解明した。Rosenの研究は、
商品供給者のオファー関数（offer function）、
商品需要者の付け値関数（bid function）およ
びヘドニック関数の構造との間の関係を厳密に

検討し、商品の市場価格を消費者および生産者

の行動から特徴づけている。

しかしながら、ヘドニックモデルを実際の住

宅市場に適用するにあたり、さまざまな問題が

指摘されている。それらの問題は、理論的な問

題と推定上の問題に分類できる。

理論的な問題としては、住宅市場は完全では

ないので、ヘドニック理論から導かれる完全市

場上での価格から市場価格が乖離する可能性が

あるという点が挙げられる。例えば、売り手と

買い手の間に大きな情報非対称性があるという

研究（Shimizu et al., 2004）では、このような
乖離の可能性が示唆されている。

しかし近年、情報通信技術の進展に伴い、こ

のような問題構造が大きく変化してきている可

能性がある。Shimizu et al.（2004）で測定され
た住宅市場の不完全性のコストは、住宅探索行

動における情報選択は新聞、情報誌またはチラ

シが中心の時代であった。新聞、情報誌、チラ

シといった情報媒体では、紙面に制約があり、

その中には多様な情報を記載できないために、

専有面積や建築後年数、最寄り駅とそこまでの

距離、都市計画上の用途制限などの広報上の規

制などと限定された情報だけを網羅的に一覧性

を持ってみることができるに過ぎなかった。そ

のため、住宅の設備や周辺の状況などといった

住宅選択においては潜在的に重要であると考え

られていた情報であったとしても、消費者は現

地に行って確認しなければならなかったのであ

る。また、現在ほどに空き家率は高くなかった

ために、市場で流通している住宅ストックもよ

り限定的であったと言えよう。

一方で推定上の問題としては、過少定式化バ

イアスの問題が存在するのではないかというこ

とが指摘されてきた（Ekeland et al., 2004;
Clarke, 2009）。この原因として、住宅価格関数
を推計しようとしたときに真のモデルがわから

ないというものと、情報収集技術に強い制約が
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あったことで真に価格に影響する住宅特性に関

するデータが充分得られていないというものが

挙げられる。しかし特に後者に関しては、すで

に述べた情報通信技術の発展により、従来に比

べ多くの住宅特性データを得られるようになっ

てきている。

分析対象としては東京大都市圏の賃貸住宅市

場を下記の理由により選択した。

第一に、首都圏は4000万人の人口を有する世
界最大の都市圏であるとともに持ち家率が

56.2% と低く、市場規模が大きいだけでなく
多様な借り手と貸し手が存在するという点でも

賃貸住宅市場に厚みがある市場である。第二に、

現在の賃貸住宅市場の空き家率は19.2% と高
く、買い手優位の市場である1)。つまり、多様

な住宅ストックの中から住宅選択が可能となっ

ているのである。第三に、民間の住宅情報サイ

トが発達しており、従来のヘドニック関数にし

ばしば取り入れられていた、規模、ベッドルー

ム数、建築後年数や立地といった変数だけでな

く、さまざまな設備に関する情報が掲載される

ようになっている。また、その情報の記載には、

一定の公的な規制の下で配信されていることか

ら、法で規定された主要な価格形成要因（専有

面積、建築後年数、最寄り駅までの時間、都市

計画上の用途制限）などの情報の信頼性は高く、

また欠損率も極めて低いという優位性がある。

本稿では、住宅の設備に注目する。住宅の設

備は多様性を持ち、消費者にとってはいっそう

個別性を有する住宅品質であるとともに、従来

はこのような変数が取得できなかったという意

味で、観察不可能な変数であった。そのために、

これまでもヘドニック関数の中に取り入れるこ

とができなかったという課題があったと考える。

このような問題以前に、住宅の選択行動のなか

で、消費者はそのような情報までに到達するこ

とができなかったために、付け値関数の中に反

映されていなかった可能性も高い。

しかし、住宅選択行動における住宅情報サイ

トの影響力が高まるなかで、従来は考慮されな

かった要因、例えば設備などを要素として条件

付けして探すことができるようになったことで、

専有面積、建築後年数、最寄り駅まで距離など

といった従来の主要な住宅の属性情報とともに、

賃料に及ぼす住宅設備の影響が相対的に大きく

なってきているという仮説を持つに至った。日

本の住宅情報サイトでは、検索の条件付けのた

めにさまざまな住宅設備に関するチェックボッ

クスが用意されており、利用者は住宅設備の有

無によって候補を絞り込み、住宅を選択してい

る。

以上を踏まえ、本稿では西ほか（2018）およ
び Nishi et al.（2019）に基づき、ヘドニックモ
デルの推定を通して住宅の質と賃料の関係を示

していく。特に住宅設備に着目し、以下の⚒点
を検討する。

第一に、住宅設備が賃料や住宅選択行動に影

響しているかを検討するため、住宅設備を加え

ることがヘドニックモデルの向上に寄与するか

検証する。一般に説明変数の追加は回帰モデル

のフィッティングを向上させるが、一方で多重

共線性や過剰適合などの問題が生じさせる。本

研究ではこれらの問題を回避するため、VIF
による多重共線性のチェックを行なうとともに
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AIC によるモデル比較・モデル選択を行なっ
ている。

第二に、住宅設備がモデルから失われること

が、他の変数の係数推定値に影響を及ぼすかを

検討する。過少定式化バイアスに対処する手法

としては Repeat Sales Methodや空間統計など
の手法が考えられるが、住宅設備は時間的・空

間的な定常性・類似性を必ずしも仮定できない

ため、こうした手法によって推定バイアスを回

避することは困難であると考えられる。よって

本研究では、これまで入手困難だった住宅設備

に関する情報をモデルに直接投入することで、

これによりバイアスを生じさせやすい変数や、

過小定式化に対して頑健な変数を明らかにする。

またバイアスの具体的な大きさや方向を実証的

に提示することで、十分なデータ収集ができな

かった際に、ヘドニックモデルの解釈において

留意すべき点を示す。

ヘドニックモデルの説明変数

住宅市場の分析において、ヘドニック分析は

広く用いられてきた（Chau and Chin, 2003）。
本 稿 で は、Nelson（1972）、Chau and Chin
（2003）、Sirmans et al.（2005）、Yoo and Wag-
ner（2016）を参考に、ヘドニック分析に用いら
れる住宅特性（housing amenities）を以下のよ
うに分類した。本研究ではこのうち、住宅設備

を主な研究対象として設定する。

本研究では、交通利便性（Accessibility）を

「通勤通学に関わる主要な交通利便性」と定義

する。都心までの距離に加え、東京では通勤通

学手段として公共交通機関の利用が支配的であ

るため、これらに関わる特性が交通利便性とし

て分類される。住宅設備（Housing Features）
と 敷 地 特 性（Site Advantages）は Nelson
（1972）に従い、交通利便性を除く特性のうち
「土地所有者の決定によって変更可能なもの」

と「そうでないもの」と定義する。これらの下

位分類は（Chau and Chin 2003; Sirmans et al.
2005; Yoo and Wagner 2016）をもとに作成し
た。具体的な住宅特性に関しては、表⚑を参照
されたい。

推定に使用するデータ

本稿で使用するデータは、スターツが提供し

たピタットハウスに掲載された⚑都⚓県の賃貸
住宅情報である。提供されたデータにはおよそ

36万件の物件が含まれており、外れ値2)を除外

した後も23万6411件の住宅情報が利用可能であ
った。データの内訳は表⚑に示す。

住宅設備を用いたヘドニックモデル

本節では、住宅設備情報を用いることで、ヘ

ドニックモデルをどの程度向上できるかを検証

する。ここでは下記のような片対数型のヘドニ

ックモデルを使用する。
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物件 �􀀽��􂀦��に関して、��はその賃料で

��􀀽��� ��を被説明変数とする。また �� �は回

帰係数で、��は誤差項である。そのほかのシ

ンボルは説明変数を示すが、それぞれの意味に

関しては表⚑を参照されたい。
上記のモデルにおいて、前節で示した住宅特

性の分類に従ってモデルに投入する変数を入れ

替え、表⚒に示すようないくつかのモデルを推
定した。推定法としてはすべて最小二乗法を用

いる。これらのうち Full Model に関しては
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図⚑ 住宅特性の分類
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表⚑ データリスト



AIC を用いた逐次増減法によって変数選択を
行なった3)。

モデルの推定結果を比較すると、モデルが含

む説明変数の数が多いほど決定係数・AIC が
ともに良い傾向にあることがわかる。しかし

Model 1とModel 2を比較すると、Model 2のほ
うが説明変数の数が多いにもかかわらず、

Model 1の方が決定係数・AICがともに良い。
このことから、やみくもに変数を投入するので

はなく、妥当な変数を投入することが予測精度

の向上に寄与することが示唆される。

Full Model の変数選択の結果としては、す
べての変数が採用された。また係数の有意性に

関しては、ガスコンロを除くすべての変数につ

いて⚕％有意という結果になった。各モデルに
関する回帰係数の推定結果は表⚓を参照された
い。これらの結果は、住宅設備が賃料や住宅選

択行動に影響を及ぼしているという仮説と矛盾

しない。

住宅設備に関する過少定式化バイアス

前節の結果から、住宅設備情報の利用によっ

てヘドニックモデルの予測精度を向上できるこ

とが確認された。しかしこれは裏を返せば、住

宅設備情報なしにヘドニックモデルを推定した

ときに係数の推定値にバイアスが生じる可能性

を示唆している。すなわち、情報通信技術の発

展に伴い情報の非対称性が緩和された結果、住

宅設備のような詳細な物件情報がないと、消費

者の選好をヘドニックモデルで分析する際にバ

イアスが生じるようになっているのではないか、

という仮説が立てられる。

この仮説を検証するため、以下のような分析

を行なった。まず前節で推定した Full Model
を以下のように書き直す。

��􀀽��� ��􀀽􂈑
�
� �

����� ���􀀫�􀀫��

ここで � ���は物件 �の �番目の説明変数である。

ここから住宅設備に分類される変数 ���� �� ��

���のうちいずれか⚑つを除外して推定を行
なう。� ���を説明変数に含めずに推定したモデ

ルを

��􀀽��� ��􀀽􂈑
�􎹠�

� �
􎸒�� ���􀀫����

とする。このとき、説明変数 � ���の欠損による

過少適式化バイアスを、Full Model の推定値
の差

���� �
�􀀽� �

􎸒�􂈒� �
����

によって定義する。本稿では Shimizu(2014）
に従い、� �

􎸒�が � �
����の95％信頼区間に入ってい
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表⚒ ヘドニックモデル

注）o：モデルに特性を含む x：モデルに特性を含まない

表⚓ 回帰係数

注）*は⚕％有意な係数。



ないとき「バイアスが発生した」と判定した。

上記のように検証したバイアスの発生は、⚒
つの観点から整理できる。⚑つ目は、ある変数
� ���の欠損によって他の変数の推定値にバイア

スが乗じたか、という観点である。この観点は

その変数の欠損がバイアス発生の原因になって

いるかを見ているので、これを causeと呼ぶこ
とにする。一方、⚒つ目の観点では、何らかの
変数が欠損したときに他の変数の係数 � �の推

定値にバイアスが生じたかを確認する。この観

点では他の変数の欠落によってその係数がバイ

アスを受けているかを見ているので、これを

biasedと呼ぶことにする。
図⚒は、上記⚒つの観点で見たバイアスの発
生数と、変数の欠損による予測精度の低下との

関係を示したものである。予測精度の低下度合

いは、Full Modelとの AICの差を使って示し
た。

全体の傾向としては、予測精度が低下するほ

ど、いずれの観点で見ても多くのバイアスが生

じていることがわかる。AIC の差とバイアス
発生数の間でスピアマンの順位相関係数を算出

すると、causeのほうは0.89、biasedのほうは
0.42となった。ここから、cause と biased の
双方に関して、予測精度の低下とバイアス発生

数には正の相関があり、特に causeのほうでは
その傾向が顕著であることがわかる。

causeの観点で見たとき特に多くのバイアス

の原因となっていた変数として、構造的特性の

中では所在階・専有面積・築年・RC/PC が挙
げられる。また住宅内特性の中ではオートロッ

クとコンロ⚒口以上が挙げられる。これらの変
数には研究上の関心がなかったとしても、他の

変数の回帰係数にバイアスを生じさせないため

にモデルに含むことが望ましい。

一方で biasedの観点で見たときにバイアス
が発生しやすい変数として、専有面積と東京距

離が挙げられる。これらの係数にはバイアスが

生じやすいので、説明変数の選択には十分注意

する必要があると考えられる。興味深い例とし

て、オートロックが欠損したモデルにおいて、

東京距離の回帰係数にバイアスが確認された。

この例は、大域的な変数の効果を検証したい場

合でも、局所的な変数による統制が重要である

ことを示唆するものとして解釈できるだろう。

おわりに

本稿では住宅設備に着目して、変数の投入に

伴うヘドニックモデルの予測向上への寄与と、

変数の損失に伴う過少定式化バイアスの発生を

実証的に明らかにした。

変数の投入に伴う予測向上については、住宅

設備に分類される変数の投入によって AICの
向上が見られることが確認できた。また、変数

選択ではすべての変数が選択されたが、これは

本研究で使用したデータセットが極めて多くの

物件を含んでいるために、説明変数の増加によ

る汎化誤差の低減が抑えられたことが原因とし

て考えられる。さらに、住宅設備の変数は⚑つ
も除外されなかったことは、これらが賃料や住

宅選択行動に影響しているという仮説と矛盾し

ない。

過少定式化バイアスの発生については、モデ

ルの予測や賃料への影響が大きいと考えられる

変数が失われたとき、多くのバイアスが生じる

傾向にあることがわかった。また、賃料への影

響が大きい変数の係数にバイアスが生じやすい

傾向も見られ、こちらはヘドニックモデルの解
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図⚒ 過少定式化バイアス



釈において留意すべきであると考えられる。特

に、オートロックのような個別の住宅事情に関

する変数の損失によって、東京距離のような広

域的な変数の係数にバイアスが生じたのは興味

深い。この点は、地域性を評価するためにヘド

ニック分析を行なう際も、住宅設備をモデルに

投入することが重要であるという示唆を与えて

いる。

本研究の制約として、以下が挙げられる。第

一に、過少定式化バイアスの検証において、本

研究では Full Modelに対するバイアスを評価
している。しかし真の賃料決定構造は未知であ

るので、Full Model 自体がバイアスを有して
いる可能性がある。このため、結果の解釈にお

いて注意が必要である。また第二に、実際の市

場分析では変数の欠損は⚑つずつ発生するので
はなく、いくつかの変数がまとまって欠損する

ことも多いと考えられる。このような条件にお

ける過少定式化バイアスの発生の仕方に関して

も、検証する余地があるものと思われる。最後

に、本研究は情報通信技術の発展を背景にした

ものであるが、技術発展とバイアス発生のしや

すさとの関係について直接的には明らかになっ

ていない。以上の点に関して、今後さらなる分

析と検証が求められるだろう。
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注
⚑）数値はいずれも平成25年住宅・土地統計調査の
「関東大都市圏」の値から算出。

⚒）外れ値除去は以下のように行なった。
・竣工していない物件を除外
・連続変数に対して Hotelling の T2統計量を算出し、
異常度の累積確率が99％を超えるものを除外

・賃料の上下0.1％、床面積が15㎡未満または100㎡超、
所在階が負、のいずれかに該当するものを除外

⚓）Full Modelに関して VIFを算出すると定数項とバ
ス分・バスダミーを除けば最大値が3.06となってい
るため、重大な多重共線性は生じていないと考えら

れる。
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大都市圏から地方圏への移住行動
の個人的・環境的要因
對間昌宏

はじめに

近年、地方圏移住への注目が高まっている。

これまでは、経済の状況に伴う雇用の有無によ

って大都市圏から地方圏への人口流入はあった。

例えば、第一次石油危機（1973年）やバブル経
済（1985～1990年）後の経済停滞期においては、
大都市圏における雇用は比較的少なく、地方圏

への流入は相対的に大きかった（吉田・廣嶋

2011）。しかし、近年は IT の普及に伴い、ゆ
とりある生活を求めた大都市圏から地方都市へ

の積極的な移住が増加している。実際、認定

NPO法人ふるさと回帰支援センターの「移住
相談の傾向、ならびに移住希望地域ランキン

グ」によると、2018年の地方移住への問い合わ
せは⚔万1518件と2009年（3823件）の10倍以上
に増加している。

また、わが国の人口は2050年には約9500万人
（うち高齢人口約40％、若年人口約⚙％）に減
少すると推計されており、少子高齢化に伴う人

口減少が顕著である（国土交通省 2011）。さら
に、2010年には人口の28％が東京圏に居住して
おり（東京一極集中）、これは諸外国より高水

準（内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務

局 2017）で、防災、交通、居住環境、経済活
動面から見て適切な状況ではない。一方で地方

都市では、高齢化の進展と若年層の流出によっ

て過疎化が進行して財政難に陥り、地域の持続

が困難となっている。

これらの人口問題への対策として、政府は、

地方における雇用創出のためのさまざまな政策

を実施している。例えば、オフィスや工場の立

地を税制面等で促進、都市住民向けに地方にお

ける仕事の紹介（Suzuki et al. 2011; 国土交通
省 2014）、テレワークの推進（政府や企業は、
地方に遠隔で仕事が可能なオフィスの整備を推

進）、起業の支援（地方行政は、起業に対して

経済的支援を実施）、住宅への補助（移住者に

対して、住宅確保に関する一定の経済的支援

（国土交通省 2017））などである。
このような政策の実施に伴って、いま再び、

大都市圏から地方圏への移住が重要な関心とな

っている。そして、大都市圏から地方圏への移

住を効果的に促進するためには、移住の要因を

明らかにすることが必要である。

1 既存研究の整理

移住行動については、これまでさまざまな研

究がなされてきた。大きく分類すると、地方部

から都市部への移住行動（Jones and Jones
2004; Johnson et.al. 2005）、地方部から都市部
に移住したのちに戻ってくる行動（Card 1982;
Rérat 2014; Theodori and Theodori 2014）、国
家間の移住（Bjarnason 2009）、都市部から地
方部への移住行動（Andersen 2011; Mitchell
2004）に分けることができる。
また、移住行動の個人属性的要因としては、

性別（Niedomysl and Amcoff 2011; Tan et al.
2016）、年齢（Tan et al. 2016）、結婚の有無
（Andersen 2011; Wall and von Reichert 2013）、
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収入(Mincer 1978）、学歴(Johnson et al. 2005）
などがあげられる。

移住行動の心理的要因としては、地域に対す

る愛着（Adams 2016; Theodori and Theodori
2014; Thissen, et al. 2010）があげられる。地域
の社会的・物理的環境に対する愛着は、人をそ

の場から離れる（移住する）ことを抑制するも

のとして機能している。

移住行動の環境的要因としては、就業機会

（Thissen et al. 2010）、進学機会（Johnson et
al. 2005; Jones and Jones 2004; Theodori and
Theodori 2014）、経済状況（Gkartzios et al.

2017; Shi et al. 2017）、都市部へのアクセス性
（Remoundou 2017）などがあげられる。
これらの既存研究を踏まえると、いくつかの

課題が浮かび上がる。例えば、地方圏から大都

市圏への移住行動の要因については多く検証さ

れているが、大都市圏から地方圏への移住行動

（特に、大都市圏出身者に着目して）について

は、あまり分析されていないこと。日本を事例

とした大都市圏から地方圏への移住行動につい

ての研究はあまり見られないこと。大都市圏か

ら地方圏の移住行動と地域に対する愛着の関連

はよくわかっていないこと。そして、地域を支

える若い労働者に着目した移住の要因について

の研究はほとんど見られないこと。

本研究では、このような課題を踏まえて、次

にあげる⚔つの仮説に着目して分析を行なう。
仮説⚑：個人の移住の動機を満たす地域環境は
異なるため、大都市圏と地方圏において移住

行動に影響する環境的要因は異なる。

仮説⚒：大都市圏から地方圏に移住する人とし
ない人では個人属性に違いがある。

仮説⚓：過去に観光等で訪れた地域に愛着を感
じることで、その地域への愛着が育まれるこ

とで、移住が促進される。

仮説⚔：年代ごとに移住の動機が異なるため、
移住の要因（個人的、環境的要因）は異なる。

2 研究方法

2.1 データ
本研究では、インターネット調査データと政

府統計データの⚒つを用いる。
インターネット調査の対象者は、大都市圏出

身者で関東地方全市区町村に居住する人である

（2017年⚑月に調査実施）。大都市圏の定義は三
大都市圏で、都心部の市区町村への通勤割合が

10％以上の圏域とし、地方圏は大都市圏外の地
域とする（図⚑）。比較のため、大都市圏から
地方圏に移住したサンプル（N=352）と、大都
市圏のみでこれまで生活しているサンプル（N
=326）の両方を収集する。個人属性ごとで比
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図⚑ 三大都市圏の位置（灰色部分）

図⚒ 地方圏（関東地方内）における社会人口増減率
の高い地域と低い地域



較をするため、年齢と性別をコントロールして

サンプルを収集する（10歳ごとに60サンプルを
収集する。また、日本の労働者数の比率を考慮

して60サンプルのうち、男性35サンプル、女性
25サンプルとする）。インターネット調査の内
容として、個人属性、居住履歴（住んだことの

ある地域とその地域に対する愛着）、移住意向

が含まれる。

政府統計から、人口、転入転出、自然環境、

経済動向、教育環境、労働者、労働環境、住居、

世帯、犯罪、治安のデータを収集する。

2.2 分析方法
大都市圏と地方圏における移住行動に影響す

る環境的要因（仮説⚑）の分析方法として、関
東地方の大都市圏と地方圏それぞれの市区町村

の社会人口増減率（（転入人口－転出人口)/総
人口）に影響を与える地区環境の変数を一般線

形モデルで分析する。環境的変数として事業所

数、第一次産業事業所割合、第三次産業事業所

割合、大学数、結婚割合、離婚割合、平均世帯

人員数を取り上げる。

大都市圏から地方圏に移住する個人属性的要

因（仮説⚒）と、移住行動と地域に対する愛着
の関係性（仮説⚓）の分析方法として、大都市
圏出身者のうち、地方圏に移住したサンプルと

移住しなかったサンプルを Studentʼs t-test に
よって比較する。

年代ごとの移住の要因（仮説⚔）の分析方法
として、移住したサンプルのみを取り上げ、サ

ンプルを10代（グループ�）、20代（グループ
�）、30～40代（グループ�）に分類し、ロジス

ティック回帰モデルを用いる。従属変数は着目

する年代のサンプルを⚑、それ以外を⚐とする
（例えば、10代の移住要因を分析する際は、10
代のサンプルを⚑、それ以外の年代を⚐とす
る）。独立変数は、個人属性、移住前の居住環

境、移住後の居住環境を用いて、ステップワイ

ズ法によって分析する。

3 結果

大都市圏と地方圏における移住行動に影響す

る環境的要因（仮説⚑）の分析結果は表⚑の通
りで、大都市圏と地方圏の社会人口増減率に寄

与する要因に違いが見られた。また、地方圏に

おいて社会人口増減率の高い地域と低い地域は、

ホットスポット分析によって図⚒のように示さ
れる。大都市圏から地方圏に移住する個人属性

的要因（仮説⚒）と移住行動と地域に対する愛
着の関係性（仮説⚓）の分析結果は表⚒のよう
に示され、地方圏に移住した回答者と移住しな

かった回答者の差異が見られた。年代ごとの移

住の要因（仮説⚔）の分析結果は表⚓～表⚕の
ようになり、年代によって移住の要因の違いが

見られた。

4 考察

大都市圏出身者による大都市圏から地方圏へ

の移住行動の環境的要因として、地方圏におい

ては、平均世帯人員が大きい地域ほど社会増減

率が正であることに寄与していたことから、

広々とした居住環境が地方圏での人口維持に重

要であることが示唆される。また、都心部にア

クセスしやすい地域（新幹線沿いなど）は社会

人口が増加傾向であったことから、アクセス性

も人口維持において重要であると考えられる。

そして、第三次産業事業所割合が社会人口増に

寄与していることや、IT従事者は高い移住意
向を示したことから、地方圏において IT企業
を誘致することは効果的であることが示唆され
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表⚑ 大都市圏と地方圏における社会人口増減率の要因

注）大都市圏：R-square: .459, Adjusted R square: 429, F-statistic: 15.613, ANOVA Sig.: 0.000。地方圏：R square: .389, Adjusted
R square: 342, F-statistic: 8.290, ANOVA Sig.: 0.000。Significant level: *: p<0.05, **: p<0.01

表⚒ 移住した回答者と移住しなかった回答者の個人的要因の差異

注）*: p<0.05, **: p<0.01



る。

個人的要因に関して、両親のいずれかが地方

圏出身である人は、将来、地方圏に移住する傾

向が見られた。また、過去の仕事や観光等での

訪問が移住に寄与していたことや、観光者数と

移住者数との間には正の関係があったことから、

一度、訪問するきっかけを与えることが、移住

促進に効果的であることが示唆される。また、

地方圏の訪問によって、その地域に愛着（特に

人に対して）を感じることが移住に寄与するこ

とが示唆された。そして、年齢間の移住要因の

違いがいくつか見られた（10代は進学環境、20
代は仕事、30～40代は治安などの子育て環境）。
移住動機間の移住要因の違いがいくつか見られ

た（進学目的であれば結婚率の低い地域環境、

結婚や子育てが目的であれば治安など）。
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表⚓ グループ􀎱（10代）

注）*: p<0.05, **: p<0.01。サンプル数：270, -2 log likelihood: 159.538, Cox-Snell R-square: 0.377, Nagelkerke R-square: 0.564,
Hosmer-Lemeshow test（􀏇2: 6.446, df: 8, p: 0.597）



5 おわりに

本研究では、大都市圏出身者の若い労働者を

対象として、大都市圏から地方圏への移住行動

の地理的・個人的要因について分析をした。

地理的要因として、居住環境や、都心部への

アクセス性の良さが地方圏の地域における人口

維持に寄与することが示唆された。個人的要因

として、職種や年代、動機によって、移住先に

求める環境が異なることがわかった。また、仕

事や観光等による過去の訪問で、地方圏の地域

に愛着を感じることがその後の移住を促進する

ことが示唆された。
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表⚕ グループ􀎳（30代と40代）

注）*: p<0.05, **: p<0.01。サンプル数：270, -2 log likelihood: 187.563, Cox-Snell R-square: 0.334, Nagelkerke R-square: 0.488,
Hosmer-Lemeshow test（􀏇2: 6.624, df: 7, p: 0.469）



地震リスクと地価の関係
カリフォルニア州の事例
Fekrazad, A (2019) “Earthquake-risk Salience and Housing Prices: Evidence from California”
Journal of Behavioral and Experimental Economics, Vol.78, pp.104-113.

はじめに

Fekrazad（2019）（以下、本論文）は、国外での
地震が住宅価格に与える影響についてヘドニック・

アプローチを用いて分析を行ない、海外での地震後

に住宅価格は有意に下落するものの、その効果は⚑
カ月未満と一時的であり、地震危険度の高い地域と

低い地域で住宅価格の下落幅に差があるとしている。

人々は通常、ハザードマップなどの客観的な情報

に基づいて、居住地域で地震が発生する確率や地震

により受けるであろう被害を推定している。しかし、

地震の発生確率や被害についての主観的な推定は心

理的なバイアスにも影響される。そこで、本論文は、

このようなバイアスが存在しているか、つまり海外

で発生した大地震のニュースを見聞きすることによ

って、自分が住んでいる地域での地震被害が現実味

を帯びて、リスクを再評価するかを分析している。

このような状況を心理学では「情動反応」と呼ぶ。

本論文は、zipコードレベルで、高危険度と低危
険度の地域の住宅価格の差を地震の前後で比較する。

有意に差が大きくなれば、顕著性（salience）が上
昇したということになる。

また、カリフォルニア州はアメリカで⚒番目に地
震が起こりやすい州であることに加えて、住宅市場

において地震危険度についての情報を利用できるた

め、この仮説を検証するのに適した地域である。カ

リフォルニア州では、同州と経済状況や建築基準が

近く、より死者が多く出た、遠く離れた地域での地

震は、リスクの顕著性をより大きくして、その結果、

住宅価格の差が大きくなる。

その理由は⚒つある。⚑つには、メディアでより
多く報道されるために個人が地震を知ることで、心

理的な影響を受けるからである。第⚒の理由は、自
分と似たようなものに共感するといったことが挙げ

られる。そして、日付が過ぎてニュースが忘れられ

たときに顕著性は元のレベルへ戻ると予想される。

先行研究

リスクと地価の関係についての先行研究は多数存

在している。例えば、McCoy and Walsh（2014）
は、山火事がリスク認知へ与える影響について分析

を行なった。火事を直接目撃していない現場から⚕
㎞以上離れた地域において、高リスクの地域は低リ
スクの地域と比較して地価が⚖-⚙％下落した。そ
して、この地価の下落は⚒年後には消滅した。また、
日本の研究では Naoi et al.（2009）が日本国内の地
震の前後について、地震多発地域について地震後に

地価が下落したことを示している。

これらの論文は直接被害を受けていない地域に対

象を絞って分析を行ない、同じ地域や国の中で発生

した事象について比較を行なっている。それに対し

て Boes et al.（2015）は、本論文と同様に世界規模
に影響を見ている研究であり、福島第一原子力発電

所事故という特定のイベントを対象にして、それが

スイスの原子力発電所周辺の地価へ与えた影響の分

析を行なっている。

一方、本論文は、過去20年間のすべての大地震を
対象としている点において先行研究とは異なってい

る。本論文のように複数のイベントを分析すること

により、死者数や地震の発生した地域など、どのよ

うな要因が地価の変化へ影響しているのか分析を行

なうことができる。

理論モデル

時点 �での住宅 �の価格の期待値を次のように表

す。

�􎜀����􎜐 􀀽�􎜀���������􎜐� �����􀀼�

ここで、����は地震が発生するリスクであり、ハザ
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ードマップに基づく実際の危険度 ��とリスクの顕

著性 ��を用いて ���� 􀀽 ����と表すことができる。

つまり、リスクを無視している状態（�� 􀀽�）はリ

スクがまったくない状態（���� 􀀽�）と同じであり、

�� 􀀾�のときは人々が実際のリスクよりも過大にリ

スクを評価しているパニック状態である。そして

����はその他の住宅特性やマクロ経済の特性である。

また、単純化のために住宅価格の期待値を次の式

で表す。

�􎜀����􎜐 􀀽􂈒�����􀀫����
� �􀀽􂈒�����􀀫����

� � � ���

ここで、実際の危険度（��）が����と�����の⚒
種類の住宅が存在すると仮定し、これに対応して住

宅価格も�����と������の⚒種類あるとする。このと
き、他の条件は一定で危険度のみが異なれば、⚒つ
の住宅価格の差は⑴式で示される。

�� 􀀽�􎜀��
�����􎜐􂈒�􎜀��

����􎜐

􀀽􂈒���􎜀��
�����􂈒��

����􎜐 ⑴
⑴式から、��を上昇させるイベントが起これば、

住宅価格の差がより大きくなり（��がより小さくな

り）、特に犠牲者の多い海外での地震や自市場とよ

く似た地域での地震発生する場合にこの差が大きく

なると考えられる。つまり、�期と�􀀫�期の間にそ

のような地震が発生したとすると、⑵式で示される。
��􎨫�􂈒�� 􀀽�􎜠􎜀��􎨫�

�����􂈒��􎨫�
����􎜐

􂈒􎜀��
�����􂈒��

����􎜐􎜰 􀀼� ⑵
すなわち、地震が発生したことにより地震危険度が

高い地域と低い地域での住宅価格の差は拡大する。

データ

本論文で用いているデータは、地震危険度、過去

の大地震、住宅価格の⚓つである。
まず地震危険度については、今後50年以内に10%
の確率で発生する表面最大加速度（PGA）を使用
している。PGAの大きさと地震被害には正の相関
があり、0.18未満の地域は低リスク、0.18以上0.65
未満の地域は中リスク、0.65以上の地域は高リスク
である。図⚑は、カリフォルニア州の zipコードレ
ベルでの PGAであり、色が暗いほどリスクが大き
くなっている。

次に、過去に発生した大地震についてはアメリカ

海洋大気庁（NOAA）のデータを用いている。こ

こでは、大地震の定義として、①およそ100万ドル
以上の被害を発生させた、②死者が10人以上発生し
た、③マグニチュード7.5以上である、④ MM震度
階1)が10以上、⑤津波が発生した、のうち⚑つ以上
を満たすものである。この定義による大地震は1997
年から2016年の20年間で1042件発生していて、この
うち14件がカリフォルニアで発生している。死者数
については、報道度合いと心理的な影響の代理変数

として用いる。

住宅価格については、Zillow社のデータを用いて
いる。Zillow Home Value Index（ZHVI）は、住宅
価格の推定値の中央値で、zipcode単位で毎月存在
している。このデータは1996年から使用している。
本論文では、Zillow Median List Price per square

ft.（ZMLP）も使用しており、これは⚑平方フィー
ト当たりの加工されていない中央値であり、2010年
以降のデータを使用している。

ここで、住宅価格は月レベルでしか存在していな

いのに対して地震のデータは日付レベルで存在して

いる。これに対処するため、地震が毎月22日以降に
発生した場合は翌月に地震が起こったとして扱って

いる。

分析モデル

本論文では、⑵式で示したように、海外での地震
発生後にカリフォルニア州において地震危険度が高

い地域と低い地域で住宅価格の差が大きくなったの
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図⚑ カリフォルニア州の地震危険度の分布



かどうか、差分の差分法を用いて推定を行なってい

る。推定式は⑶式で示される。
��� 􎜀���􎜐 􀀽 �􀀫�􂈙����􂈙����������

􀀫􂈑
�
��􂈙����􂈙����������􎸒�􀀫�

􂈙����􂈙���������􂈑
�
��􂈙����

􂈙���������􎸒�􀀫��􀀫��􀀫��� ⑶
ここでは、被説明変数が時点 �における zipコー
ド �での住宅価格の対数値である。����は地震危

険度であり、����������は地震による海外での死

者数である。���������はカリフォルニア州で発生

した地震による死者数であり、��は zipコードの固
有効果、��は時間固有効果、���は誤差項である。

本論文で関心を示すのは地震危険度と死者数の交

差項である �であり、これらの交差項のラグをとっ

た係数である ��についても同様にリスクの顕著性

が持続した期間を推定するために関心を示している。

そして、カリフォルニア州においても地震は発生し

ているため、これについてもコントロールしている。

結果

⑶式のモデルの結果は表⚑に示されている。⑴、
⑵列においては被説明変数を ZHVIの対数値、⑶、
⑷列においては被説明変数を ZMLPの対数値とし
ている。そして、⑴⑶列ではラグなし、⑵⑷列では
⚒カ月後までラグを付けている。つまり、⑴⑶列は、
地震により住宅価格の下落が発生しているのかにつ

いて分析を行ない、⑵⑷列で住宅価格の下落が持続
した期間を推定している。

結果は、地震が発生した月の土地価格は⚑％水準
で有意に下落していることがわかったが、ラグが有

意ではないことから、この結果は⚑カ月以上持続し
ないことがわかった。つまり、カリフォルニアにお

いては海外での地震で死傷者が出たことは高リスク

の地域と低リスクの地域の住宅価格の差を広げるこ

とがわかった。また、死傷者数が増加するとより差

が広がることも示している。

また、カリフォルニア州での死傷者が発生した地

震はデータの期間内に⚓件存在しているが、表⚑の
⚔つのモデルではいずれも係数は負であり、⑴列は
10％水準では有意であるが、いずれも⚕％水準では
有意ではなかった。

続いて、地震危険度を連続的な数字ではなく低中

高の⚓段階に分析した結果が表⚒に示され、それぞ
れ～0.18、0.18～、0.65～で分類されている。さら
に、表⚒においては死者数の代わりに死傷者が1000
人以上の地震のダミー変数が使われている。地震の

発生件数が20年で1042件とかなりの件数になってい
るためである。1000人以上という基準では20件存在
している。

分析の結果は次の通りである。低リスクの地域と

比較して、ZHVIだと中リスク地域で約⚕％、高リ
スク地域で約⚖％、ZMLP では中リスク地域で約
⚒％、高リスク地域で約⚓％住宅価格が下落した。
さらに、カリフォルニア州での地震は、死傷者数に

かかわらず高リスク地域と低リスク地域の住宅価格

の差が ZHVI で約⚑％、ZMLP で約⚒％生じた。
また、これらの分析でもラグは有意にはならなかっ

た。以上の結果より、⚑カ月以上はリスクの顕著性
が続かないことがわかる。

そして、地域別に地震の影響を見るとヨーロッパ

で起こった地震の影響が、他の地域と比較して有意

に大きいことがわかった。地域の分類としては、オ

セアニア、ヨーロッパ、アフリカ、東・東南アジア、

その他アジア、中南米、北米の⚗地域である。
また、カリフォルニア州内においてもサンプル期

間の地震は発生しているため、1997年から2016年に
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注⚑）*p＜0.1; **p＜0.05; ***p＜0.01
⚒）括弧内は頑健標準誤差

表⚑ 海外の地震と地震危険度の関係



カリフォルニア州で発生した地震の震源から10マイ
ル以内に含まれる ZIPコードについて除外して分
析を行なっている。その理由は、カリフォルニア州

での地震が地価へ与える影響ではなく直接的な被害

を受けていない地震から受ける地価の下落を観測す

るためである。結果は、除外しなかった場合と比較

してもあまり違いは見られなかった。

また、季節要因をコントロールして分析を行なっ

たが、結果は大きく変わらなかった。

以上より、海外で発生した地震の影響により住宅

価格の下落が約⚑カ月発生することがわかった。そ
して、地震危険度の高い地域のほうが低い地域と比

較して住宅価格の下落幅がより大きいこともわかっ

た。

結論

本論文では、他国での地震がリスクの顕著性を上

昇させるという仮説の検証を行なっている。検証の

ために、差分の差分法を用いて、死者の多い海外の

地震の影響で、地震危険度別の住宅価格の差が広が

り、その効果は地震後⚑カ月で消滅していることが
わかった。さらに、ヨーロッパで発生した地震の影

響は、その他の地域で起きた地震の影響と比較して

大きいこともわかった。これは、人々は自身と似た

ような環境で起きた悲劇についてより大きく反応す

るという考えを支持している。

心理学の分野では、直接被害を与えていない地震

による顕著性の変化は情動反応として知られている。

そして、情動反応は起こりうる望ましくない出来事

による悪い影響を避けようとする。つまり住宅市場

においては地震危険度の高い土地を売ることや、買

うのをやめる。そのため、地震危険度が高い地域に

おいては住宅価格が下落することが予想される。

そして、住宅価格の下落が⚑カ月で消えることの
原因としては①長期的には人々はリスクを考慮に入
れて行動している、もしくは、②時間が経つと実際
のリスクより低く評価する、のいずれかと考えるこ

とができる。

注
⚑）改正メルカリ震度階といい、海外で主に使われてい
る。日本の震度に相当するものであり、12段階に分か
れている。
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センターだより
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中国で発生した新型コロナウィル

ス（COVID-19）が猛威を振るって

いる。中国での感染者は日増しに増

加し、死者は1300人を超えた（⚒月

12日現在）。日本でも、香港からの

クルーズ船で感染が広がり、省庁・

医療機関が対応に追われている。

身近な部分で深刻なのはマスクの

不足だ。厚生労働省や WHO はマ

スクの着用よりも手洗いの徹底を勧

めているが、売れ行きが落ちる気配

はない。マスクの着用により、心理

的な安心感は得られるだろうが、大

きな効果があるかのような現在の消

費者行動は、一種の認知バイアス

（周囲の影響や先入観によって不合

理な判断をしてしまう心理現象）の

結果と思う。むしろ、マスクの品切

れにより、花粉症や気管支ぜんそく

の患者など、本当に必要な人への供

給が滞らないか、筆者は懸念してい

る。非常時の時にこそ冷静に対応し、

正しく怖がることが、消費者一人一

人に求められる。 (T･S)

編集後記

◉調査報告書のご案内

「定期借地権事例調査」
（http://www.hrf.or.jp/webrep
ort/）

公益財団法人 日本住宅総合セ
ンターでは、1994年以降、自主研
究の継続調査として、定期借地権
付住宅の分譲事例についてデータ
の収集と集積を行ない、データベ
ースを構築・更新するとともに、
事例データの系統的分析を遂行し
てきた。

2009年度調査より、データ利用
の利便性と速報性を重視して年⚒
回（前期、通年）、これまで報告
書に掲載してきた図表類および集
約表などを日本住宅総合センター
のホームページ(http://www.hrf.
or.jp/）上で紹介しており、2019
年⚙月末現在、最新の調査成果と
して2019年度前期における事例集
を掲載している。
なお、本調査研究においては、

定期借地権制度と個人・世帯の住
宅取得ニーズとの関連性を追究す
る視点から、調査開始以来一貫し
て分譲事例の動向把握を主眼とし
ているため、近年急増している定
期借地権付住宅の賃貸事例につい
ては調査対象外となっている。

1993年⚒月の「定期借地権付住
宅」第⚑号の発売から、2019年⚙
月30日までの間に収集した事例数
は、戸建て住宅とマンションを合
わせた総数で6522件、⚕万6256区
画（戸）にのぼる（戸建て住宅
5821件、⚓万2139区画、マンショ
ン701件、⚒万4117戸）。
以下、最新年度である2019年度
前期（2019年⚔月～2019年⚙月）
に収集された物件の特徴を簡単に
紹介する。

2019年度前期における戸建て住
宅の収集事例数は、41件74区画で
ある。都道府県別にみると、第⚑
位は愛知県の53区画、第⚒位は京
都府の⚗区画、次いで大阪府、岡
山県の⚔区画であり、収集された
事例の約72％が愛知県となってい
る。前年度までの傾向同様、愛知

県での収集事例が目立つ。また、
土地面積については、最大面積が
200㎡を超える事例は41件中⚙件
と全体の約22％となっている。収
集された物件においては前年度同
期（約12%）よりは上昇したもの
の、2011年以降同シェアは減少傾
向にあり、比較的小規模な物件の
シェアが大きい傾向が続いている。
マンションの収集事例数は11件

178戸である。前年度同期の11件
312戸と比較すると、⚑件あたり
戸数が約28戸から約16戸となり、
前年度から減少傾向にある。都道
府県別マンション発売戸数は、第
⚑位が東京都の67戸、第⚒位が愛
知県の47戸、第⚓位が大阪府、埼
玉県の31戸となっており、東京都
と愛知県で約64％を占める。
本調査は調査方法の特性により、
定期借地権活用動向の全体像を把
握するための資料としては制約が
伴うものの、分譲住宅事例の地域
分布および建物の種別や規模等の
実態を検証するうえで有用なデー
タセグメントであると考えられる。
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